
１ ．研究目的

　日本では高度経済成長期に農業の経済的地位が低下し
たため、1961年に農業基本法が制定され、農業構造改善
事業等の各種補助事業により、各地に農産物の産地が形
成され、農家は農業協同組合（以下，農協とする）を通
じて農産物を共同販売するようになった。これにより全
国各地で生産された同規格の農産物が大量に流通するこ
とで、市場は大型化され、さらには大型スーパーマーケッ
トも出現するようになり、食料の安定的な需給体制が確
立した（笠間：1976，慶野：1993，岡田：2006a，岡田：
2006b）。ところが、1980年代後半から農産物の輸入量が
増加してきた。農林水産省の報告によれば、2005年の国
内自給率は生産額ベースで65％、カロリーベースでは39％
にまで低下している。また、ウルグアイ ・ラウンド交渉
の結果を受けて、1995年にＷＴＯが設立され、この体制
の下で保護水準の引き下げに迫られているため、さらな
る自給率の低下も避けられない状況にある。
　これに対して2005年４月に食料 ・農業 ・農村基本計画
が制定された。この計画では、「食料の安定供給の確保に
関する施策」として「地産地消の推進」が明記されてお
り、「地域の農業者と消費者を結び付ける地産地消を、地
域の主体的な取組として推進する。これにより、消費者
が、生産者と「顔が見え、話ができる」関係で地域の農
産物 ・食品を購入する機会を提供するとともに、地域の
農業と関連産業の活性化を図る。」と謳われている。すな
わち、これまでのような農協の共同販売システムや卸売
市場、スーパーマーケットなどを経由した流通だけでは
なく、生産者と消費者が可能な限り直接的に取引できる
ように、各地域内の団体や産業等が主体となってその仕
組づくりをすることを政府が推進している。実際に農林
水産省の報告によれば、卸売市場を経由した青果物全体
の出荷量の割合は1989年に82.7％であったが、2011年に

は60.0％に低下しており、野菜だけであっても85.3％から
70.2％に低下している。また、国産野菜に限ってみても
2003年には93％であったが2011年には86％に低下してお
り、野菜の市場外流通は進行している。
　このような流通形態の１つに農産物直売所による地産
地消活動がある。グリーンツーリズムへの関心の高まり
を背景に、市町村や第三セクター等の公的な機関が国の
補助金等を利用して農産物直売所を建設しており、地域
経済振興に寄与している（田代：2004）。農産物直売所に
は主に自給的農家、高齢農業者、および女性農業者が農
産物を出荷している。彼らは米の生産調整を理由に野菜
生産へ転換し、小規模な農地で栽培した野菜を農産物直
売所に出荷するようになった（岡橋：1997）。さらに、農
産物直売所の売上が増加すると、地域内の専業農家も野
菜をそこへ出荷するようになった（小柴：2004）。これに
より農家は農協を通じて卸売市場に野菜を出荷するとい
う流通形態だけでなく、農産物直売所にも野菜を出荷す
るようになり、農産物の流通チャネルが多様化した（藤
田ほか：2000，永野：2004，奥山：2012）。
　しかし、農産物直売所が増加するにともない、店舗間
の競争が生じることで売上が低迷している店舗も存在し
ている。農産物直売所の売上を左右する要因としては、
出荷量や品揃え、および計画的な生産が重要であるとの
分析がある（小金澤 ・嶋崎：2004，新妻 ・宮島：2009）。
このうち品揃えについてみると、都市部の農産物直売所
での客層は住民であるため、キュウリやダイコン、およ
びナスのような日常的に使用する野菜が中心に販売され
ている。一方、農村部の農産物直売所では観光客が多い
ため、地域的な特色を持つ野菜品目を栽培することで、
多品目化が進行していると指摘されている（鷹取：1995，
香月ほか：2009，石原：2014）。
　農産物直売所における野菜の多品目化は、農業のグロー
バル化に直面している産地の対応策の１つとして考えら
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れる。輸入農産物に対抗するためには、産地は第１に生
産 ・流通コストを低減化して価格面で競争力を向上させ
るか、第２に品種の転換や高品質化して輸入農産物との
差別化を図らなければならない（高柳：2006）。第２の対
応策として産地では減農薬 ・減化学肥料による農産物の
生産（宮地：2003）や有機農産物の生産（河本：2005，
宮地：2001）、農産物のブランド化（清水：2010，高柳：
2004，藤田ほか：2004）、伝統野菜の生産（大石：2011，
岡田：2014）などが行なわれている。とくに農村部にお
ける農産物直売所での野菜の多品目化は、生産 ・流通コ
ストを削減させるだけではなく、農家が地域的特色を持
つ野菜品目を栽培することで、輸入農産物との差別化が
図られている。そこで、本研究では日本における農産物
直売所の地域的特徴を検討した上で、群馬県川場村を事
例として農産物直売所で販売されている野菜が多品目化
した要因を明らかにする。

２ ．日本における農産物直売所の地域的差異

　農林水産省の統計によれば2009年の農産物直売所数は
16,819か所であり、事業主体は多様化している。地方公
共団体や第３セクターは主に国土交通省の補助金を利用
して道の駅を建設し、この中で農産物直売所を運営して
いる。農協は直営店として農産物直売所を建設し運営し
ている。一方、農協の女性部や青年部、生産者のグルー
プは農事組合法人等を設立し協同で農産物直売所を運営
している。また、個々の生産者が小規模な農産物直売所
を運営する場合もある（二木：2006）。
　まず、地方別に2009年の農産物直売所数をみると、関
東 ・ 東山地方には農産物直売所が6,523か所存在してお
り、日本全体の約４割を占めている（表１）。また、西日

本では事業主体として地方公共団体や第３セクター、お
よび農協が多く、東日本と比較して大規模な農産物直売
所数が多い。一方、東日本では個々の生産者や生産者グ
ループが多く、関東 ・東山地方でも同様である。つぎに、
地方別に農産物直売所１箇所当たりの登録農家数をみる
と、いずれの事業主体でも西日本では東日本と比較して
登録農家数が多い（表２）。さらに、地方別に年間販売金
額規模別の農産物直売所数の割合をみても、西日本では
東日本と比較して農産物直売所の年間販売金額が多い（表
３）。そこで、地方別に農産物直売所１箇所当たりの品目
別販売金額割合をみると、いずれの地方でも野菜類の販
売割合が高い（表４）。とくに東日本では西日本と比較し
て野菜類の割合が高いが、西日本では農産物加工品や花
卉 ・花木の割合が高い。
　以上のことから、西日本には大規模な農産物直売所が
多く存在しており、東日本には小規模な農産物直売所が
多い。いずれの地方でも野菜類の販売割合が高く、この
傾向は東日本で顕著である。とくに、東日本の関東地方
にはもっとも多くの農産物直売所数が存在しており、2009
年の野菜類の販売割合は約40.6％を占めている。

３ ．川場村におけるファーマーズマーケットの設立
と役割

３-１．ファーマーズマーケットの設立
　川場村は都心から約160㎞離れた群馬県北部の山間部に
位置しており、2010年の国勢調査によれば人口は3,898人
である（図１）。川場村には道の駅田園プラザ川場が存在
しており、ここは関東甲信越地域の訪れたい道の駅とし
て常に１位または２位に位置づけられている（三田：
2012）。

表 １　農産物直売所数

直売所合計 地方公共団体 第３セクター 農　協 農　協
（女性・青年部）

生産者・生産者
グループ その他

全国 	 16,816	 	 203	 	 450	 	 1,901	 	 427	 	 10,686	 	 3,149	
北海道 	 854	 	 11	 	 17	 	 31	 	 58	 	 713	 	 24	
東北 	 1,863	 	 15	 	 56	 	 128	 	 55	 	 1,200	 	 409	
北陸 	 961	 	 7	 	 33	 	 125	 	 48	 	 571	 	 177	
関東 ・東山 	 6,523	 	 77	 	 76	 	 685	 	 23	 	 4,669	 	 993	
東海 	 1,684	 	 10	 	 33	 	 245	 	 93	 	 846	 	 457	
近畿 	 1,320	 	 20	 	 50	 	 178	 	 17	 	 864	 	 191	
中国 ・四国 	 1,655	 	 29	 	 80	 	 259	 	 69	 	 884	 	 334	
九州 	 1,871	 	 33	 	 103	 	 239	 	 61	 	 889	 	 546	
沖縄 	 85	 	 1	 	 2	 	 11	 	 3	 	 50	 	 18	
単位：箇所
（2009年度農産物地産地消等実態調査により作成）
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　田園プラザ川場設立までの経過をみると（表５）、1981
年に川場村が東京都世田谷区からの交流の申し入れを受
けたことから事業が始まった。川場村と世田谷区との交
流が行われると、1989年から1990年の「世田谷区民健康
村第２期の運営と整備に関する指針」の検討作業で田園
プラザ構想が持ち上がり、1991年に田園プラザの基本構

想が策定された。これを受けて1993年に川場村が約60％、
村内９団体が約40％を負担し、資本金9,000万円で株式会
社として田園プラザ川場が発足した。その後に川場村は
若者定住促進緊急プロジェクトや中山間地域農村活性化
総合整備事業、および農業構造改善事業等の国庫補助事
業を活用し、合計約31億円で田園プラザ川場内の施設を

表 ２　農産物直売所 １箇所当たりの登録農家数

直売所平均 地方公共団体 第３セクター 農　協 農　協
（女性・青年部）

生産者・生産者
グループ その他

全国 86.5	 135.2 138.3	 278.9	 59.2	 44.0	 107.7	
北海道 30.5	 31.0 46.0	 200.8	 37.9	 21.1	 59.3	
東北 69.8	 103.9 89.7	 169.7	 25.0	 53.5	 88.4	
北陸 63.8	 ― 33.8	 217.2	 19.9	 29.6	 83.3	
関東 ・東山 57.3	 122.1	 110.1	 183.8	 177.0	 32.7	 74.0	
東海 113.9	 87.2	 194.5	 371.1	 27.1	 66.3	 76.7	
近畿 86.6	 171.2	 129.3	 261.8	 89.3	 43.5	 98.4	
中国 ・四国 127.3	 145.2	 164.7	 332.7	 109.5	 77.0	 94.6	
九州 173.4	 198.6	 191.6	 482.5	 78.5	 62.6	 224.3	
沖縄 247.1	 ― ― 918.4	 ― 75.8	 301.2	
単位：箇所
（2009年度農産物地産地消等実態調査により作成）

表 ３　年間販売金額規模別の農産物直売所数割合

直売所　
平均　
（万円）

500万円	
未満

500～
1,000　
万円

1,000～
3,000　
万円

3,000～
5,000　
万円

5,000　
万円～　
１億円

１～３
億円

３～５
億円

５億円	
以上 不　明

全国 5,214	 37.2	 15.0	 19.5	 6.1	 8.7	 10.1	 1.4	 1.8	 0.2	
北海道 1,356	 42.4	 23.6	 23.4	 5.3	 3.4	 2.0	 0.0	 0.0	 	 ―
東北 3,798	 34.3	 13.6	 20.5	 6.2	 14.8	 9.7	 0.3	 0.7	 	 ―
北陸 4,753	 44.7	 16.6	 14.6	 6.5	 5.7	 7.7	 1.5	 2.6	 	 ―
関東 ・東山 3,683	 42.4	 17.3	 17.4	 5.3	 6.5	 8.7	 1.4	 0.7	 0.3	
東海 7,622	 27.8	 13.7	 25.3	 5.0	 7.9	 14.5	 2.9	 2.7	 	 ―
近畿 4,566	 43.3	 14.8	 20.3	 2.8	 8.0	 7.7	 1.7	 1.3	 0.1	
中国 ・四国 4,862	 30.9	 12.6	 23.5	 7.3	 9.1	 14.4	 2.0	 0.2	 	 ―
九州 12,220	 25.0	 7.3	 17.6	 11.5	 15.4	 14.7	 0.8	 7.5	 0.1	
沖縄 12,561	 39.8	 16.3	 15.5	 3.2	 6.6	 7.0	 3.8	 7.9	 	 ―
単位：割合（％）
（2009年度農産物地産地消等実態調査により作成）

表 ４　農産物直売所 １箇所当たりの品目別販売金額割合

米 野菜類 果実類 その他の生
鮮食品 農産加工品 花卉・花木 その他 不　明

全国 5.4	 33.6	 12.6	 11.8	 14.8	 7.5	 13.6	 0.6	
北海道 5.2	 40.8	 14.6	 16.7	 9.4	 5.2	 8.2	 	 ―	
東北 5.9	 38.6	 14.0	 6.8	 16.5	 7.6	 10.7	 	 ―	
北陸 10.6	 37.2	 6.7	 2.7	 20.4	 5.2	 17.1	 	 ―	
関東 ・ 東山 5.3	 40.6	 15.1	 8.3	 13.7	 6.2	 10.6	 0.1	
東海 6.6	 27.7	 10.4	 10.1	 11.2	 9.3	 21.7	 2.9	
近畿 8.7	 31.7	 13.6	 7.5	 18.9	 12.4	 4.9	 2.3	
中国 ・四国 3.4	 35.6	 14.8	 6.3	 16.2	 12.4	 11.3	 	 ―	
九州 3.3	 26.6	 10.5	 22.8	 15.5	 5.7	 15.7	 	 ―	
沖縄 12.1	 35.7	 18.3	 6.2	 8.0	 2.6	 17.1	 	 ―	
単位：割合（％）
（2009年度農産物地産地消等実態調査により作成）
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整備した。まず1994年にミルク工房の営業を、1995年に
ファーマーズマーケット（以下，本文中はＦＭとする）
とミート工房の営業を開始した。1996年に川場村が田園
プラザ川場を道の駅として登録すると、観光客を呼び込
むために、さらに各種施設を建設した（図２）。2014年に
は田園プラザ川場は正社員30名とパート ・アルバイト45
名で運営されており、この核となっているのがＦＭであ
る。

３-２．ファーマーズマーケットの役割
　田園プラザ川場の売上およびＦＭの生産者数の推移を
みると、1996年には生産者数は200戸未満であり、売上金
も２億円未満であった（図３）。その後にＦＭの生産者数

が増加するにともない、田園プラザ川場全体の売上も増
加し、2010年には生産者数約400戸に対して売上金約８億
円に達した。2014年の生産者数は460戸であり、このうち
川場村内在住の生産者が400戸、村外在住の生産者が60戸
である。村内の生産者はおもに生鮮農産物を、村外の生
産者は加工品やキノコ類をＦＭに出荷している。これに
対して2014年の売上金はＦＭだけで約４億円、このうち
加工品を除く農産物だけの売上で約２億円であり、この
多くが野菜類である。すなわち、村内の生産者は一戸当
たり生鮮農産物だけで約50万円の売上金を得ている。
　つぎに、川場村における農家数の推移をみると、1965
年の総農家数は677戸であった。その後に農家数は減少
し、2010年には販売農家は276戸、自給的農家は167戸と

図 １　研究対象地域
図 ２　田園プラザ川場園内図（２0１４年 ３ 月）

（田園プラザ川場資料および現地調査により作成）

図 ３　田園プラザ川場における売上およびファーマーズ
マーケット生産者数の推移
（田園プラザ川場資料により作成）　

表 ５　田園プラザ川場の事業経過

年 事　　　　　業
1981 世田谷区と交流事業開始
1989
1990

「世田谷区民健康村第２期の運営と整備に関する
指針」検討

1991 田園プラザの基本構想（マスタープラン）策定
1993 株式会社田園プラザ川場発足
1994 ミルク工房（274㎡）営業開始

1995 ファーマーズマーケット（317㎡）ミート工房（240㎡）営業開始
1996 道の駅登録、プラザセンター（602㎡）営業開始
1997 そば処（177㎡）営業開始

1998 ビール工房 ・ビールレストラン（1,093㎡）物産センター（366㎡）営業開始
2002 ブルーベリー公園（1ha）開設
2008 食事処営業開始
（田園プラザ川場資料および三田（2012）により作成）
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なり、土地持ち非農家数は142戸になった（図４）１）。こ
れに対して2014年のＦＭの村内生産者数は400戸であるこ
とから、川場村では土地持ち非農家だけではなく、多く
の農家が農産物をＦＭに出荷している。また、農林水産
省の生産農業所得統計によると、川場村における2006年
の野菜生産額は約３億９千万円であるため、少なく見積
もっても川場村で生産されている野菜の約30％から40％
はＦＭに出荷されていることになる。
　さらに、川場村における作物別栽培面積の推移をみる
と、1970年には米が218ha、工芸作物が67ha、豆類が
60ha、麦類 ・雑穀類が44ha、および野菜類が31ha であっ
たが、2000年には米は87ha、豆類は６ha、および麦類 ・

雑穀類は２ha にまでそれぞれ減少した（図５）。工芸作
物は、コンニャクイモの生産拡大によって2000年に229ha
まで増加したがその後減少した。野菜類も1995年に53ha
にまで増加したが、2000年には35ha まで減少した。しか
し、2010年になると米はブランド米の雪ほたかの売上も
あって120ha まで増加し、果樹もリンゴやブルーベリー
の生産拡大によって35ha まで増加し、野菜類も田園プラ
ザ川場のＦＭの売上にともない44haまで増加している。
　以上のことから、川場村では田園プラザ川場が発足す
るとＦＭを核として発展し、村内の多くの農家と土地持
ち非農家が野菜を中心に出荷するようになり、ＦＭの売
上が増加した。この結果、川場村全体の野菜栽培面積も
増加するまでになった。

４ ．ファーマーズマーケットにおける野菜の多品目化

４-１．消費者要望の共有
　ＦＭには村内の農家から年間約400品目の野菜が出荷さ
れている。生産者は自分でＦＭに野菜を持ち運び、他の
直売所やスーパーマーケットの野菜販売価格を参考にし
ながら、自らがコンピューターに野菜品目や個数、およ
び価格を登録してから商品棚に野菜を並べる。野菜が完
売すると生産者の携帯電話にメールが送られ、１日に数
回野菜を補充する。客数も多く基本的には常に品不足で
あるため、生産者は商品棚の空スペースに自由に野菜を
並べることが可能であり、生産者同士の棚争いもほとん
ど起きていない。
　つぎに、ＦＭにおける野菜の出荷・販売形態をみる（図
６）。ここには生産者、ＦＭ、および消費者との関係性が
存在している。生産者は野菜をＦＭに出荷すると、ＦＭ
は川場村役場とともに抜き打ちで生産者の農場と野菜に
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図 ４　川場村における農家数の推移
（農業センサスにより作成）

図 ５　川場村における作物別栽培面積の推移
（農業センサスにより作成）

図 ６　ファーマーズマーケットにおける
野菜の出荷 ・販売形態

（聞き取り調査により作成）
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対して残留農薬の検査を行って品質をチェックし、野菜
の販売価格の15％を手数料として取り、店員が店舗で直
接消費者に料理方法などの品目紹介を行って販売してい
る。一方、生産者も野菜を商品棚に並べる際、直接消費
者と会話し、品目紹介を行っている。このように店員と
生産者は消費者と会話することで、消費者が要望してい
る品目の情報を得ることができ、店員が得た情報も生産
者に伝えられている。生産者同士も店舗で顔を合わせる
際に消費者が要望している情報を交換している。また、
ＦＭは前年の月別売上カレンダーを生産者に渡しており、
生産者はこのカレンダーからも情報を得ている。すなわ
ち、ＦＭでは生産者が消費者の要望や売上データを共有
できる仕組みが確立している。

４-２．野菜販売品目の類型
　ＦＭでは春から夏にかけて野菜の販売品目数が増加す
るため、４月と７月、および９月に現地調査を行なった
（表６）。４月には合計38品目、７月には64品目、および
９月には70品目の野菜が販売されている。野菜は種類に
よってＡ類型の根菜類、Ｂ類型の葉菜類、Ｃ類型の果菜
類、Ｄ類型の果実的野菜類、およびＥ類型の山菜類に分
類できる。また、野菜の日常的な使用頻度からⅠ類型の
野菜生産出荷安定法に基づく指定野菜14品目および指定
野菜に準ずる野菜26品目、Ⅱ類型の上記40品目以外の野
菜、およびⅠ ・Ⅱ類型の野菜品目のうち品種および栽培
方法等により差別化を図った野菜をⅢ類型として分類し
た。

　４月にはⅠＢ類型とⅡＥ類型が８品目販売されており、
地域的特色を活かした山菜類の品目が多い。７月になる
とⅠＢ類型が８品目、ⅠＣ類型が６品目、ⅡＢ類型が13
品目、およびⅢＣ類型が20品目販売され、９月にもⅠＢ
類型が８品目、ⅠＣ類型が６品目、ⅡＢ類型が10品目、
ⅡＣ類型が７品目、およびⅢＣ類型が19品目販売されて
おり、葉菜類と果菜類を中心に日常的な品目だけでなく、
差別化された多くの品目が販売されている。具体的に品
目をみると、Ⅱ類型ではバジルやルバーブ、およびズッ
キーニなどの西洋野菜や、クウシンサイ、チマサンチュ、
およびツルムラサキなどの中国 ・韓国野菜も販売されて
おり、地域的な特色のない品種も多い。Ⅲ類型ではとく
にカボチャが11品目、トウモロコシが７品目と品種も多
様化している。すなわち、ＦＭでは日常的な野菜品目や
川場村の地域的特色ある品目だけではなく、西洋野菜や
アジア野菜、および多様な品種で栽培された野菜が販売
されている。

４-３．生産者による野菜栽培品目の選択
　ＦＭに野菜を出荷している生産者のなかでも、上記の
Ⅱ ・Ⅲ類型の品目を導入した事例生産者を取り上げ、農
業経営内容の変化を検討する。事例生産者は経営耕地面
積80a であり、このうちブランド米の雪ほたかを30a、ブ
ルーベリーを20a、および野菜類を30a 生産している。事
例生産者は60歳代半ばの夫婦であり、1994年から農業を
開始し、1997年から野菜を栽培してＦＭに出荷するよう
になった。事例生産者の野菜栽培形態の変化をみると、

表 ６　ファーマーズマーケットにおける野菜販売品目の類型

Ⅰ：野菜生産出荷安定法に基づく指定野菜14品目およ
び指定野菜に準ずる野菜26品目

Ⅱ：Ⅰの40品目以外の野菜
Ⅲ：Ⅰ ・Ⅱの品目のうち品種および栽培方法等により

差別化を図った野菜	 	
Ａ：根菜類　Ｂ：葉菜類　Ｃ：果菜類
Ｄ：果実的野菜類　Ｅ：山菜類
（2014年４月20日 ・ ７月26日 ・ ９月11日現地調査により作成）
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2004年には春から夏にかけてトウモロコシやブロッコ
リー、および春品種のホウレンソウを、秋から冬にはカ
リフラワーやハクサイ、キャベツ、および秋品種のホウ
レンソウを少量ずつ出荷していた（図７）。
　事例生産者の年齢が60歳代になると、農作業の負担も
大きくなったため、重量のあるキャベツとハクサイに代
わる新たな栽培品目を検討した。事例生産者はⅢＢ類型
のa品目とⅡＢ類型のb品目を導入して栽培を開始した。
a品目は寒冷地での栽培に適しており、川場村という地
域的な特色を活かした品種である。a品目は10月中頃か
ら播種され、１月から４月にかけて出荷されている。一
方、b品目は西洋野菜であり、３月中頃から播種され、
５月から６月にかけて出荷されている。事例生産者は a
品目を群馬県の農業試験場からの紹介を受けて導入し、
b品目を独自に栽培方法を学んで導入した。すなわち、
生産者は新たな栽培品目を導入することで他の生産者の
野菜品目との差別化を図っている。

５ ．結　論

　本研究では群馬県川場村を事例に農産物直売所で販売
されている野菜が多品目化した要因を明らかにした。関
東地方にはもっとも多くの農産物直売所数が存在してお
り、2009年の野菜類の販売割合は約40.6％を占めている。
川場村では田園プラザ川場が発足するとＦＭを核として
発展し、村内の多くの農家と土地持ち非農家が野菜を中
心に出荷するようになり、ＦＭの売上が増加した。これ
により川場村全体の野菜栽培面積も増加するまでになっ
た。
　ＦＭでは生産者が消費者の要望や売上データを共有で
きる仕組みが確立しており、日常的な野菜品目や地域的

特色のある品目だけではなく、西洋野菜やアジア野菜、
および多様な品種で栽培された野菜が販売されている。
生産者はこれらの新たな栽培品目を導入することで他の
生産者と野菜品目の差別化を図っている。すなわち、消
費者はさまざまな品目の野菜を求めており、生産者はこ
れらの情報を参考にして栽培品目を選択した結果、多品
目の野菜が販売されるようになった。
　農産物直売所は輸入農産物に対抗するための地産地消
活動の１つである。今後も農産物直売所が各地に増加す
るなかで経営を維持していくには、個々の生産者が農産
物の差別化を図り、農産物直売所の多品目化を進行させ
ることが重要である。
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注
１）農家とは経営耕地面積が10a 以上の農業を行う世帯また
は年間の農産物販売額が15万円以上の農業を行う世帯であ
り、このうち販売農家とは経営耕地面積が30a 以上または
年間の農産物販売額が50万円以上の農家であり、自給的農
家とは経営耕地面積が30a 未満かつ年間の農産物販売額が
50万円未満の農家である。また、土地持ち非農家とは農家
以外で耕地及び耕作放棄地を５ a以上所有している世帯で
ある。
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